
 

 

意見書案第 ４２ 号 

 

 

障害者自立支援法の抜本的な見直しを求める意見書 

 

上記意見書案を別紙のとおり提出いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年３月１９日提出 

 

 

 

 

提出者 長沼町議会議員  高 瀬 武 久 

賛成者    〃     吉 本 テツ子 

 

 

 

 

長沼町議会議長  駒 谷 広 栄  様 

 



 

 

障害者自立支援法の抜本的な見直しを求める意見書 

 

障害者自立支援法は、障害者が地域で安心して暮らせる社会の実

現を目指し、平成１８年度に施行されました。この法律により、障

害の種別にかかわらず、障害者が必要とするサービスを利用できる

よう、その仕組みやサービス提供に関する事務が一元的なものとな

り、市町村によるサービスの基盤整備も進んできました。 

一方で施行直後から、定率負担導入に伴う自己負担の増加による

障害者のサービス利用の抑制や日額報酬制度の導入による事業者の

経営圧迫など、様々な問題が発生したことから、国は、特別対策や

緊急措置として利用者や事業者に対する激変緩和措置を講じてきた

ところであります。 

しかしながら、これらの措置は、本年度限りの緊急避難的な対応

に過ぎず、障害者の範囲、利用者負担のあり方、安定的な事業実施

が可能となる報酬単価、さらに、障害程度区分認定の見直しなど、

制度的に依然として多くの課題が残されています。 

よって国においては、障害者自立支援法の施行後３年を目途とし

て行われる見直しにあたっては、こうした実情を把握するとともに、

障害者とその家族、サービス提供事業者及び地方自治体の意向や諸

事情等を十分に踏まえ、低所得者の負担能力に配慮した利用者負担

の仕組みを確立するなど、障害者が必要とするサービスを安心して

利用することが可能となり、将来にわたり地域で自立した生活を送

ることができる制度とするよう強く要望します。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

 

平成２１年３月１９日 

 



 

 

長沼町議会議長  駒 谷 広 栄 

 

 

提出先 

 内 閣 総 理 大 臣 

 厚 生 労 働 大 臣 

 

各  通 




